
































当グループは、最先端技術製品の提供と販売後の徹底した技術サポートを行うことによって、顧客から

深い信頼と高い評価を得るとともに、半導体関連業界のマーケットリーダーの一員として、業界の世界的

成長に携わってまいりました。 





~~~~該当事項はありません。 
  

当グループの研究開発活動は、主として産業用電子機器事業に係わるものであり、半導体製造装置及び

ＦＰＤ製造装置に関し、基礎技術開発、プロセス開発及び個別の装置開発を行っております。 

 なお、当連結会計年度の研究開発費は、前連結会計年度比16.0％増の660億７千２百万円(売上高比

7.3％)であります。 

当社の研究開発活動は、多様化する半導体製造技術へ対応すべく新製品開発の強化拡大に引き続き努

め、特に次世代及び次々世代半導体製造装置に関するモジュール開発や基礎技術開発とプロセス開発を基

盤とし、個別の開発では省エネルギー及び環境にも配慮した装置技術の研究開発に注力してまいりまし

た。 

 主要な研究開発活動拠点は、プロセステクノロジーセンター(山梨県韮崎市)、関西テクノロジーセンタ

ー ( 兵 庫 県 尼 崎 市 )、東 京 エ レ ク ト ロ ン 技 術 研 究 所 ㈱ ( 宮 城 県 仙 台 市 )、
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役名 職名
氏名 

(生年月日)
略歴 任期

所有株式数
(株)

取締役 
財務・経理 

担当 
本 田 祐 一 

(昭和22年８月22日生)

昭和61年６月 山陽国策パルプ㈱退社 

(注)４ 5,100

昭和61年７月 当社入社 

平成６年６月 当社取締役 

平成10年４月 当社コーポレート・シニア・スタッフ 

平成10年６月 当社取締役退任 

平成14年３月 TOKYOaELECTRONaEUROPEaLTD.取締役 

平成17年６月 当社取締役(現任) 

取締役 
常務執行 
役員 

― 
北 山 博 文 

(昭和29年３月28日生)

昭和58年８月 

昭和58年12月

日本発条㈱退社 

テル・ス縟� ㈱

(注)４5,100昭和65年ｩ許ｨGh��N(�ｳ香㈱LTD.取締役 

平成14tNｩ許ｨGh��N(�ｳ香㈱LTD.取締役 

平成10年ｩ許ｨGh��N(�ｳ香�

��成10年ｯU月 燈hﾈ+

平成10年ｩ許ｨGh��N(�ｳ香�i$竟�社取締�







②























  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
至 平成19年３#�31日) 



  

   

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、当社

及び一部の国内連結子会社は、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権債務等については、振当処

理を行っております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 デリバッwッジ楕ﾛb�

②

ヘッジ手段 �ヘッジ手牌の方烹ジ対象 
ヘテの�方烹ジ対象 ヘッジ手段とヘツジ対象 

同左 

同左 ヘッジ手牌ﾉ_�
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(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結��
至 平成19#�３月31日) 

前9a結��













(リース取引関係) 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

機械装置 

及び運搬具

工具器具 

及び備品
合計

取得価額相当額 1,532百万円 5百万円 1,538百万円

減価償却累計額 

相当額 
1,101百万円 2百万円 1,104百万円

期末残高相当額 430百万円 3百万円 433百万円

機械装置 

及び運搬具

工具器具 

及び備品
合計

取得価額相当額 1,082百万円 5百万円 1,088百万円

減価償却累計額 

相当額 
298百万円 4百万円 302百万円

期末残高相当額 783百万円 1百万円 785百万円







(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(1) 取引の内容 



２ 取引の時価等に関する事項 

  

  

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法 

aaa   時価は先物相場を使用しております。 

 a a２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。   

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法 �a�a�a   時価は先物相場を使用しております。 

 a a２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。   

























' 08 1/ 20 (

‚ῷ῾⁴ •





























【所在地別セグメント�

�a
前�(自 平成18年４�
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該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)



(１株当たり情報) 
  

 
(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 
  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

項目 (自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 2,573円72銭 2,989円70銭 

１株当たり当期純利益 511円27銭 594円01銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 509円84銭 592円71銭

項目 (自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 91,262 106,271

普通株式に係る当期純利益(百万円) 91,262 106,271

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円)





【借凪Y

  
(注) �Y[ﾘｼ�越a�については、(2) ��+ｸ,ﾉ�ﾁ� 該当事項はありません。 



































(企業結合等関係) 
  

(�))[ﾙ�ﾃ�吋�%6瑚%�?｠,隧)[ﾙ�ﾃ�僖�%&後3�?ｧ) 

おりまだ提。���a� 

y6事仂年度











(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 2

預金 

定期預金 30,000

当座預金 20,127

外貨預金 1,427

別段預金 18

普通預金 8

預金計 51,581

合計 51,584

相手先 金額(百万円)

住友化学㈱ 20

日本インター㈱ 7 

凸版印刷㈱ 3

㈱東根新電元 1

セイコーＮＰＣ㈱ 1

その他 4

合計 39









第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、5,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券
100株未満株券 



第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 
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